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「安心」を
届ける保険で、
人々と社会を
エンパワーメント
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ご あ い さ つ

楽天株式会社
代表取締役会長兼社長

楽天は、1997年の創業以来、イノベーションを創出しながらその歩みを進めてき

ました。現在、国内外においてEコマースをはじめ、トラベル、デジタルコンテンツ、

通信などのインターネットサービス、さらにフィンテック（金融）の分野においても、

クレジットカード、銀行、証券、電子マネーなど様々なサービスを提供しています。

これらのサービスを、楽天会員を中心としたメンバーシップを軸に有機的に結び付

けることで、他にはない独自の「楽天エコシステム（経済圏）」を形成しています。

保険グループにおきましては、2018年７月に新たに設立した「楽天インシュアラン

スホールディングス」のもと、生命保険・損害保険・ペット保険を提供しています。

2019年6月には、グループ内の保険代理店である「楽天インシュアランスプランニ

ング」の機能を大幅に強化し、新たに「楽天保険の総合窓口」 を開設しました。こ

れまで提供会社ごとに設けていた窓口を集約することで、保険の種別や提供会社

に関わらず、楽天の保険グループが取り扱うすべての商品について、お客様からの

ご相談やお問い合わせ、ご契約のお手続きをワンストップでお受けすることができ

るようになりました。

「楽天インシュアランスホールディングス」は今後も、お客様の日々の暮らしや大切

な人を想う気持ちに寄り添いながら、質の高い商品および利便性の高いサービス

の提供に、一丸となって取り組んでまいります。今後ともご支援をよろしくお願い申

し上げます。
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楽天の保険グループは、イノベーションを通じて
人々と社会をエンパワーメントすることを目指し、
満足度の高い保険商品・サービスを提供します。

楽天インシュアランス
ホールディングス株式会社
代表取締役社長
橋谷 有造

楽天インシュアランス
ホールディングス株式会社
代表取締役社長

楽天インシュアランス
ホールディングス株式会社
代表取締役社長

楽天インシュアランス
ホールディングス株式会社
代表取締役社長
橋谷 有造橋谷 有造橋谷 有造

楽天損害保険
株式会社
代表取締役社長
多田 健太郎

楽天損害保険
株式会社
代表取締役社長

楽天損害保険
株式会社
代表取締役社長

楽天損害保険
株式会社
代表取締役社長
多田 健太郎多田 健太郎多田 健太郎

楽天インシュアランス
プランニング株式会社
代表取締役社長
並木 哲也

楽天インシュアランス
プランニング株式会社
代表取締役社長

楽天インシュアランス
プランニング株式会社
代表取締役社長

楽天インシュアランス
プランニング株式会社
代表取締役社長
並木 哲也並木 哲也並木 哲也

楽天生命保険
株式会社
代表取締役社長
新開 保彦

楽天生命保険
株式会社
代表取締役社長

楽天生命保険
株式会社
代表取締役社長

楽天生命保険
株式会社
代表取締役社長
新開 保彦新開 保彦新開 保彦

楽天少額短期保険
株式会社
代表取締役社長
有働 知恵美

楽天少額短期保険
株式会社
代表取締役社長

楽天少額短期保険
株式会社
代表取締役社長

楽天少額短期保険
株式会社
代表取締役社長
有働 知恵美有働 知恵美有働 知恵美

生命保険 損害保険

ペット保険

楽天保険グループ
インシュアランスホールディングス

保険の総合窓口
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楽天インシュアランスホールディングスについて

楽天インシュアランスホールディングス株式会社は、楽天の保険グループ（楽天生

命・楽天損保・楽天ペット保険・楽天インシュアランスプランニング）を統括する会社

です。上記各社が統一的・迅速・的確に意思決定を行い、お客さまにより良いサービ

スを提供するため2018年7月に設立されました。

2019年６月には、楽天インシュアランスプランニングの機能を大幅に強化し、「楽天

保険の総合窓口」を開設しました。これによりお客さまは、生命保険、損害保険、ペッ

ト保険の枠にとらわれず、楽天保険グループの商品についてのご相談やお問い合わ

せ、ご契約者さまのお手続きをワンストップで受けることができるようになりました。

楽天インシュアランスホールディングスのもと、各社は相互にシナジーを創出しつつ

革新的なイノベーションを実現し、一層の成長を目指しています。
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楽天インシュアランスホールディングスは、楽天グループの保険持株会社として、楽天の保険事業を統括しています。
保険事業を営む楽天生命保険株式会社、楽天損害保険株式会社、楽天少額短期保険株式会社と、保険代理店事業に加え
楽天保険グループ横断のお客さま窓口を担う楽天インシュアランスプランニング株式会社など子会社の経営管理を担っ
ています。

楽天保険グループでは、1995年の楽天インシュアランスプランニング社の創設を皮切りに、2012年のエキスパートグ
ループホールディングス完全子会社化とそれに続く2013年のアイリオ生命保険株式会社の楽天生命保険株式会社への商
号変更を通じて本格的に保険業界に進出しております。
また2018年度については、朝日火災海上保険株式会社（現楽天損害保険株式会社）、もっとぎゅっと少額短期保険株式
会社（現楽天少額短期保険株式会社）を買収し、生命保険、損害保険、ペット保険をお客様にご提供できる体制を整備し、
積極的に事業を推進しました。
これら総合的な保険サービスの提供に係り、楽天グループとしての迅速・的確な意思決定及び統一的なガバナンスによ
る企業価値の増大を第一の目的として楽天インシュアランスホールディングスを設立いたしました。

また2019年6月には、保険代理店である楽天インシュアランスプランニング株式会社の機能を大幅に強化し「楽天保険
の総合窓口」を開設しました。これによりお客様は、生命保険、損害保険、ペット保険の枠にとらわれず、楽天保険グルー
プの商品についてのご相談やお問い合わせ、ご契約者様のお手続きをワンストップで受けることができるようになりま
した。これからもお客さまのご要望にきめ細かくお応えし、最先端のテクノロジーを取り入れながら、人々と社会をエ
ンパワーメントすることを目指してまいります。

グループ内部統制基本方針

楽天インシュアランスホールディングス（以下、「当社」という。）は、当社及び当社の傘下会社（以下、「グループ内会社」
といい、当社及びグループ内各社を総称して「当グループ」という。）の業務の有効性と効率性の確保、法令等の遵守に
向けた内部統制システムを構築するため、以下のとおり、グループ内部統制基本方針を定める。
本基本方針は、定期的に内容を見直し、より実効性ある内部統制システムの構築を図る。

１．役職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
（会社法第362条第4項第6号）（会社法施行規則第100条第1項第4号）
当社は、コンプライアンス基本方針を定め、当グループの役職員へこの基本方針に則った事業活動を実践するよう
周知する。
当社は、コンプライアンス部門を設置して、当グループ全体のコンプライアンスにかかる重要事項を一元管理する。
当社は、当グループの役職員に法令又は規程、ガイドライン、マニュアル等の違反が生じた場合の報告ルールを定
めるとともに、通常の報告ルートのほかに、社内にホットライン（内部通報制度）を設け、その利用について役職
員に周知する。
当社は、反社会的勢力等への対応に関する基本方針を定め、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及
び団体に対して、弁護士や警察等とも連携して、毅然とした姿勢で組織的に対応する。
当社は、当グループの役職員の業務執行が適切に行われていることを検証し、自ら改善を図るために、業務執行部
門から独立した内部監査部門を設置する。内部監査部門は、正当な注意をもって監査を実行し、その結果を取締役
会に報告する。

２．損失の危険の管理に関する規程その他の体制（リスク管理に関する体制）
（会社法施行規則第100条第1項第2号）
当社は、当グループにおけるリスク管理に関する基本方針、リスクの定義、リスク管理の組織等を規定したリスク
管理に関する規程を定め、役職員に周知する。
当社はリスク管理担当部門を設置して、リスク管理手法の策定、リスク管理推進計画の立案、リスク管理教育体制
の立案等のリスク管理を統括する。

３．取締役及び執行役員の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
（会社法施行規則第100条第1項第3号）
取締役会は原則1ヶ月に1度開催、経営会議は原則1週間に1度開催するほか、必要に応じて臨時に開催する。各取締
役及び執行役員が経営情報を共有化することで職務執行の効率化を図る。
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当社は、取締役及び執行役員の効率的な業務執行を実現するため、職務権限に関する規程を定めるとともに、事業
目的を達成するための適切な組織を構築する。
取締役会は、当グループの経営計画及び年間の事業計画を決定する。各執行役員は、これらに沿って、具体的な施
策及び効率的な業務執行体制を決定するものとし、必要に応じて取締役会または経営会議において議論を行う。

４．取締役及び執行役員の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
（会社法施行規則第100条第1項第1号）
（1） 当社は、当グループの文書等の保存に関する規程を定めて、株主総会議事録、取締役会議事録等の重要な会議

の議事録並びに取締役及び執行役員の職務の執行に係る情報を含む重要な文書を、適切に保存及び管理する。

５．監査役の監査に関する体制
監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項・その使用人の取
締役及び執行役員からの独立性に関する事項
（会社法施行規則第100条第3項第1号）(会社法施行規則第100条第3項第2号)
① 監査役がその職務を補助する使用人を求めた場合、取締役会は、監査役との協議のうえで、監査役室を設置し、
必要な人員を配置し、監査役は、当該使用人に必要な事項を指示することができるものとする。

② 当該使用人は、取締役、執行役員及びその他の業務執行部門の指揮命令を受けないものとすることで指示の実効
性を確保し、その人事異動や人事考課等は監査役の同意を得るものとする。

③ 取締役会は、当該使用人の人事に関しては、監査役と意見交換を実施する。
　 取締役、執行役員及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制・その他監
査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（会社法施行規則第100条第3項第3号）（会社法施行規則第100条第3項第4号）
① 監査役は、当グループの監査の実効性確保のため、取締役会その他重要な会議に出席して意見を述べることがで
きる。また、重要な会議の議事録、役職員が決裁を行った重要な稟議書類等については、何時にても閲覧するこ
とができる。

② 監査役は、あらかじめ閲覧する資料及び報告を受ける事項を定め、役職員は、その定めに基づき資料提出と報告
を行う。また、役職員は、何時にても監査役の求めに応じて、業務執行に関する事項を説明する。当社は、監査
役に報告をした者が当該報告したことを理由として不利な取扱いをすることを禁止することにより、監査役の監
査が実効的に行われることを確保する。また、監査役からその職務執行に要する費用の前払い又は償還等の請求
を受けた場合、当該請求に係る費用又は債務が監査役の職務執行に必要でないことを証明した場合を除き、速や
かに当該費用又は債務を処理することとする。

リスク管理の態勢

グループリスク管理基本方針
当社は、当グループの現在および将来の保険事業と自己資本等に対する影響を含め、経営上、重要と考えられる各種リ
スクについて、識別、分析、評価を行い、当グループにおけるリスクの発生を一定の許容範囲内にコントロールします。
また、保険事業の公共性を十分に踏まえ、将来にわたる経営の健全性と適切性を確保するため、リスクを適切に運営・
管理するリスク管理態勢を整備し、維持発展させていきます。

リスク管理体制等
当社のリスク管理にあたっては、「グループリスク管理基本方針」及び「グループリスク管理規程」を定めてリスク管理
の基本方針と体制を整備しているほか、能動的なリスクのモニタリングやコントロールに資することを目的として、重
要なリスクを網羅的に洗い出した「リスク・プロファイル」を作成しています。
また、事業の運営を通じて発生するさまざまなリスクについて、組織横断的な事項に対応しリスク管理に関する一元的
な体制を確立するため、「グループリスク管理基本方針」に基づき、取締役会の下部組織として、「グループリスク管理
委員会（経営会議にて代替することも可能とする）」を設置し、経営陣のリーダーシップに基づくリスク管理態勢として
います。
当社のリスク管理部は、各子会社のリスク管理部門と連携して定期的なリスク管理会議を開催し、当グループ全体のリ
スク状況の把握・分析・評価ならびに各子会社への指示・指導等を行っています。
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楽天インシュアランス
ホールディングス株式会社

グループ各社
（リスク管理部門）

取締役会

リスク管理会議

楽天損害保険 楽天生命保険 楽天少額短期
保険

楽天インシュアランス
プランニング

グループリスク管理委員会

リスク管理部

報告

各社でリスク管理を主体的に実施

指示・指導・
モニタリング等

監査役会

個別リスク担当部署

ERM（エンタープライズ・リスク・マネジメント）の推進
ERM管理態勢とは、資本・リターン・リスクを一体的に管理することにより、組織全体の健全性を維持しつつ、バラン
スのとれた収益性を確保することも目的とした能動的で戦略的なリスク管理手法です。リスクを回避、低減するためだ
けのものとして考えるのではなく積極的にリスクテイクを行い、管理することによって、企業価値の増大や収益の最大
化といった経営目標を達成するためのリターンの源泉であると捉えます。当社においてもERMの態勢を整備・推進して
いきます。

資本

健全性 資本効率

リスクリターン

バランス

リスク リターン

8

Ⅰ 経営方針
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1楽天インシュアランスホールディングスの沿革

2018年 7月
「楽天損害保険株式会社」、「楽天生命保険株式会社」、「楽天少額短期保険株式会社」、「楽天インシュア
ランスプランニング株式会社」、「楽天アンセルインシュアランス株式会社」が共同して株式移転によ
り「楽天インシュアランスホールディングス株式会社」を設立

2019年 1月
「楽天アンセルインシュアランス株式会社」と「楽天損害保険株式会社」の子会社である「株式会社み
らいのほけん」を「楽天インシュアランスプランニング株式会社」に統合

2019年 4月
「楽天株式会社」が保有する当社株式のすべてを「楽天カード株式会社」に譲渡し、「楽天カード株式会社」
が当社を完全子会社化

2組織

取
締
役
会

経
営
会
議

総務人事部

経営企画部

財務経理部

リーガル・コンプライアンス部

リスク管理部

内部監査部

株
主
総
会

監
査
役
会

代
表
取
締
役
社
長

3資本金の推移

年月日 資本金の額 摘要

2018年7月2日 9,911百万円 会社設立

Ⅱ 保険持株会社の概況及び組織
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4株式の総数 （2019年7月1日現在）

発行可能株式総数 100,000株

発行済株式の総数 18,534株

当期末株主数 1名

5株式の状況 （2019年7月1日現在）

1. 発行済株式

発
行
済
株
式

種類 発行数 内容

普通株式 18,534株 ー

2. 大株主

氏名又は名称 住所 所有株式数
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合

楽天カード株式会社 東京都世田谷区玉川一丁目14番1号 18,534株 100%

6主要株主の状況 （2019年7月1日現在）

会社名 所在地 主要な事業内容 設立年月日 資本金
親会社が有する
当社の議決権比率

備考

楽天カード
株式会社

東京都世田谷区
玉川一丁目14-1

クレジットカード、
カードローン、
信用保証業務　他

2001年12月6日 19,323百万円 100%

Ⅱ 保険持株会社の概況及び組織
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7取締役・執行役員 （2019年7月1日現在）

取締役会長（非常勤） 穂坂 雅之
（楽天株式会社　代表取締役副会長執行役員、楽天カード株式会社　代表取締役社長）

代表取締役社長 橋谷 有造
（楽天生命保険株式会社　取締役会長）

取締役執行役員 田中 武臣

取締役（非常勤） 多田 健太郎
（楽天損害保険株式会社　代表取締役社長）

取締役（非常勤） 新開 保彦
（楽天生命保険株式会社　代表取締役社長）

取締役（非常勤） 有働 知恵美
（楽天少額短期保険株式会社　代表取締役社長）

取締役（非常勤） 並木 哲也
（楽天インシュアランスプランニング株式会社　代表取締役社長）

監査役 西川 義明

社外監査役（非常勤） 川西 拓人
（のぞみ総合法律事務所　パートナー弁護士）

社外監査役（非常勤） 山田 章雄
（山田章雄公認会計士事務所　公認会計士）

執行役員 斉藤 光洋

執行役員 包國 勝之

執行役員 稲田 行祐

執行役員 坂本 真樹

執行役員 関 能昌

執行役員 早瀬 千善

執行役員 田中 健一

執行役員 齋藤 貴之

8会計監査人の氏名又は名称

EY新日本有限責任監査法人

Ⅰ 

経
営
方
針

Ⅱ 

保
険
持
株
会
社
の
概
況
及
び
組
織

Ⅲ 

保
険
持
株
会
社
及
び
そ
の
子
会
社
等
の
概
況

Ⅳ 

保
険
持
株
会
社
及
び
そ
の
子
会
社
等
の
主
要
な
業
務

Ⅴ 

保
険
持
株
会
社
及
び
そ
の
子
会
社
等
の
財
産
の
状
況

本文P09-11_Ⅱ.indd   11 2019/07/19   14:42:09



12

1主要な事業の内容及び組織

1. 主要な事業の内容

当社は楽天グループの保険事業における迅速・的確な意思決定及び統一的なガバナンスによる企業価値の増大を目的と
して、子会社の経営管理・監督を主な事業内容として設立されました。当社の関係会社において営まれている主な事業
内容と、当社と各関係会社の各事業に係る位置付けは以下のとおりです。
①　損害保険事業
　　 楽天損害保険株式会社では、自動車保険や火災保険、国内外旅行保険を取り扱っております。
②　生命保険事業
　　 楽天生命保険株式会社では顧客との接点となる販売チャネルを中心に生命保険事業を営んでおります。
③　少額短期保険事業
　　 楽天少額短期保険株式会社では、ペット保険を取り扱っております。
④　代理店事業
　　 楽天インシュアランスプランニング株式会社は、生命保険、損害保険、少額短期保険の募集を主たる事業として行っ

ています。

2. 事業の系統図

楽
天
カ
ー
ド
株
式
会
社

楽
天
イ
ン
シ
ュ
ア
ラ
ン
ス
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

株
式
会
社

楽天損害保険株式会社
（当社保有議決権比率100%）

楽天インシュアランスプランニング
株式会社（当社保有議決権比率100%）

楽天少額短期保険株式会社
（当社保有議決権比率100%）

楽天生命保険株式会社
（当社保有議決権比率100%）

2子会社等に関する事項

会社名 所在地 主要な事業内容
設立
年月日

資本金
当社が有する
子会社等の
議決権比率

楽天損害保険株式会社
東京都千代田区
神田美土代町7番地

損害保険業
1951年
2月28日

5,153百万円 100%

楽天生命保険株式会社
東京都世田谷区
玉川一丁目14-1

生命保険業
2007年
10月1日

5,000百万円 100%

楽天少額短期保険
株式会社

東京都港区西新橋
三丁目24-10

少額短期保険業
2003年
1月17日

100百万円 100%

楽天インシュアランス
プランニング株式会社

東京都世田谷区
玉川一丁目14-1

生命保険の募集に関する業務
損害保険代理店業務他

1995年
12月15日

200百万円 100%

Ⅲ 保険持株会社及びその子会社等の概況
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1直近の事業年度における事業の概況

■ 楽天保険グループでは、1995年の楽天インシュアランスプランニング社の創設を皮切りに、2012年のエキスパート
グループホールディングス完全子会社化とそれに続く2013年のアイリオ生命保険株式会社の楽天生命保険株式会社へ
の商号変更を通じて本格的に保険業界に進出しております。

■ また本年度については、朝日火災海上保険株式会社（現楽天損害保険株式会社）、もっとぎゅっと少額短期保険株式会
社（現楽天少額短期保険株式会社）を買収し、生命保険、損害保険、ペット保険をお客様にご提供できる体制を整備し、
積極的に事業を推進しました。

■ これら総合的な保険サービスの提供に係り、楽天グループとしての迅速・的確な意思決定及び統一的なガバナンスに
よる企業価値の増大を第一の目的として楽天インシュアランスホールディングスを設立いたしました。

損害保険事業

■ 2018年4月24日付で朝日海上火災保険株式会社を楽天株式会社の完全子会社とし、7月2日より社名を「楽天損害保
険株式会社」と改め、営業を開始しました。

■ 自動車保険では、顧客満足度に関する国際的な専門機関である、株式会社 J.D.パワー アジア・パシフィックが行った
「日本自動車保険新規加入満足度調査<代理店系保険会社部門>」において、2年連続（2017年度・2018年度）の第
1位を受賞し、2018年度は「日本自動車保険契約者満足度調査<代理店系保険会社部門>」でも第1位を受賞しました。

■ また、住宅向け火災保険（ペットネーム：ホームアシスト）は、価格.com 保険アワードで3年連続（2017・2018・
2019年度）総合第1位を獲得しました。加えて、傷害総合保険（ペットネーム：サイクルアシスト）は、株式会社
oriconMEが発表した2019年オリコン顧客満足度ランキング 自転車保険において、第1位を受賞するなど、多くのお
客さまからご好評をいただきました。

■ これからは、伝統的な代理店ビジネスに加え、独自の会員基盤である「楽天エコシステム」を持つ楽天株式会社との
緊密な協力関係のもとで、インターネットサービスとの親和性が高い商品ラインナップをさらに拡充し、一層の成長
を目指します。

生命保険事業

■ 2018年シーズンより、プロ野球チーム「東北楽天ゴールデンイーグルス」の本拠地球場のネーミングライツ「楽天生
命パーク宮城」を開始しました。また、同チーム主催試合において「楽天生命ナイター」を実施するなど、プロモーショ
ンを積極的に実施し、企業名のブランド浸透に大きく貢献しました。

■ これらの施策により生活のさまざまな場面で楽天生命のブランドに触れたお客さまが、希望に沿った方法で検討・加
入いただけるよう、商品の販売方法やサービスの拡充を行いました。具体的には、沖縄コンタクトセンターの開設（8
月）により、商品についてのご案内や問い合わせ対応を拡充しました。さらに継続割引特約（楽天スーパーポイントバッ
ク）の開始（7月）、先進医療特約の直接支払いサービスの対象施設の拡充（7月）、音声認識アプリを活用した保険申
込の開始（12月）、声紋認証による本人確認システムの導入（3月）など、お客さま満足度向上に向けた取組みを続け
ております。

■ 商品ラインナップは引き続き拡充に努め、終身医療保険（4月）・終身がん治療保険（9月）を新規に発売したほか、
楽天グループ内含む銀行や金融機関において低廉な総合保障型保険や団体信用生命保険の販路を拡大しております。

■ また、10月31日には楽天インシュアランスホールディングス株式会社を引受先とした25億円の増資を実施しており
ます。これにより財務基盤強化を図り、今後の更なる事業拡大のための成長投資を行えるようにし、お客さまから選
ばれる保険会社として、更なるサービスの強化に取り組んでまいります。

少額短期保険事業

■ 2018年4月24日付でもっとぎゅっと少額短期保険株式会社を楽天株式会社の完全子会社とし、7月2日より社名を「楽
天少額短期保険株式会社」と改め、営業を開始しました。

■ 楽天グループとしての新たな経営戦略のもと更なる成長を目指した取組みを開始いたしました。新たな経営戦略では、
楽天グループとしての利点を活かす楽天エコシステムの最大限の活用を掲げています。2018年度下期以降は、楽天グ
ループペット保険の認知度アップのため、インターネットを中心としたマーケティングに注力いたしました。

Ⅳ 保険持株会社及びその子会社等の主要な業務
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2直近連結会計年度における主要な業務の状況を示す指標
（単位：百万円）

項目 2018年度
経常収益 89,847
経常利益 358
親会社株主に帰属する当期純利益 176
包括利益 △2,630
純資産額 35,978
総資産額 361,473
連結ソルベンシー・マージン比率 735.5%

Ⅳ 保険持株会社及びその子会社等の主要な業務
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1連結貸借対照表
（単位：百万円）

科　目
2018年度

（2019年3月31日現在）
金　額

（　資 　 産 　 の 　 部　）
現金及び預貯金 32,465
買入金銭債権 10,019
有価証券 271,170
貸付金 579
有形固定資産 2,273

土地 1,005
建物 893
建設仮勘定 17
その他の有形固定資産 356

無形固定資産 8,579
ソフトウェア 8,445
のれん 93
その他の無形固定資産 40

その他資産 33,368
繰延税金資産 3,127
貸倒引当金 △110
資産の部合計 361,473
（　負 　 債 　 の 　 部　）

保険契約準備金 290,657
支払備金 14,392
責任準備金 276,264

その他負債 23,422
退職給付に係る負債 3,495
役員退職慰労引当金 14
特別法上の準備金 7,773

価格変動準備金 7,773
繰延税金負債 131
負債の部合計 325,495
（　純　資　産　の　部　）

資本金 9,911
資本剰余金 6,805
利益剰余金 176
株主資本合計 16,893
その他有価証券評価差額金 21,427
繰延ヘッジ損益 △2,329
退職給付に係る調整累計額 △13
その他の包括利益累計額合計 19,085
純資産の部合計 35,978
負債及び純資産の部合計 361,473

Ⅴ 保険持株会社及びその子会社等の財産の状況
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2連結損益計算書
（単位：百万円）

科　目

2018年度
2018年7月2日から
2019年3月31日まで

金　額
経常収益 89,847
損害保険事業 63,130
保険引受収益 53,160
正味収入保険料 24,214
収入積立保険料 7,867
積立保険料等運用益 1,814
支払備金戻入額 1,299
責任準備金戻入額 17,964

資産運用収益 9,813
利息及び配当金収入 4,464
有価証券売却益 7,128
その他運用収益 34
積立保険料等運用益振替 △1,814

その他経常収益 156
生命保険事業 22,773
保険料等収入 22,331
保険料 22,293
再保険収入 37
資産運用収益 415
利息及び配当金等収入 211
有価証券売却益 204

その他経常収益 26
少額短期保険事業 1,749
保険料等収入 1,749
資産運用収益 0

その他 2,194
経常費用 89,489
損害保険事業 60,763
保険引受費用 50,836
正味支払保険金 25,985
損害調査費 1,555
諸手数料及び集金費 4,778
満期返戻金 18,424
契約者配当金 32
為替差損 24
その他保険引受費用 36

資産運用費用 2,005
有価証券売却損 1,182
有価証券評価損 393
為替差損 319
その他運用費用 108

営業費及び一般管理費 7,877
その他経常費用 45

（単位：百万円）

科　目

2018年度
2018年7月2日から
2019年3月31日まで

金　額
生命保険事業 23,972
保険金等支払金 7,247
保険金 2,064
給付金 5,116
その他返戻金 0
再保険料 65
責任準備金等繰入額 3,248
支払備金繰入額 46
責任準備金繰入額 3,201
資産運用費用 21
支払利息 2
有価証券売却損 18
事業費 11,753
その他経常費用 1,701

少額短期保険事業 2,016
保険金等支払金 719
責任準備金等繰入額 204
事業費 1,092

その他 2,736
経常利益 358
特別利益 569
固定資産等処分益 519
その他特別利益 49

特別損失 276
固定資産等処分損 90
特別法上の準備金繰入額 186
価格変動準備金繰入額 186

税金等調整前当期純利益 651
法人税及び住民税等 291
法人税等調整額 183
法人税等合計 474
当期純利益 176
親会社株主に帰属する当期純利益 176

Ⅴ 保険持株会社及びその子会社等の財産の状況
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3連結包括利益計算書
（単位：百万円）

科　目

2018年度
2018年7月2日から
2019年3月31日まで

金　額
当期純利益 176
その他の包括利益 △2,806

その他有価証券評価差額金 △6,093
繰延ヘッジ損益 3,299
退職給付に係る調整額 △13

包括利益 △2,630
親会社株主に係る包括利益 △2,630
非支配株主に係る包括利益 ―

4連結株主資本等変動計算書

2018年度（2018年7月2日から2019年3月31日まで） （単位：百万円）

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産
合計資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

繰延
ヘッジ
損益

退職給付
に係る
調整
累計額

その他の
包括利益
累計額
合計

当期首残高 9,911 6,780 ― 16,691 27,520 △5,628 ― 21,891 38,583
当期変動額

親会社株主に帰属す
る当期純利益

176 176 176

その他 25 25 25
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

△6,093 3,299 △13 △2,806 △2,806

当期変動額合計 ― 25 176 201 △6,093 3,299 △13 △2,806 △2,605
当期末残高 9,911 6,805 176 16,893 21,427 △2,329 △13 19,085 35,978
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5連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

2018年度
2018年7月2日から
2019年3月31日まで

金　額
営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 651
減価償却費 1,701
のれん償却額 9
支払備金の増減額（△は減少） △1,205
責任準備金等の増減額（△は減少） △14,606
貸倒引当金の増減額（△は減少） 22
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 41
価格変動準備金の増減額（△は減少） 186
利息及び配当金等収入 △4,675
有価証券関係損益（△は益） △5,737
支払利息 2
為替差損益（△は益） 344
有形固定資産関係損益（△は益） △495
その他資産(除く投資活動関連・財務活動関連)の増減額(△は増加) △2,419
その他負債(除く投資活動関連・財務活動関連)の増減額(△は減少) 2,431
その他 66
小計 △23,683
利息及び配当金等の受取額 4,632
利息の支払額 △2
法人税等の還付額 172
法人税等の支払額 △378
営業活動によるキャッシュ・フロー △19,259

投資活動によるキャッシュ・フロー
買入金銭債権の取得による支出 △5,400
買入金銭債権の売却・償還による収入 4,592
有価証券の取得による支出 △118,497
有価証券の売却・償還による収入 121,107
貸付けによる支出 △33
貸付金の回収による収入 11
その他 1,913
資産運用活動計 3,693
営業活動及び資産運用活動計 △15,565
有形固定資産の取得による支出 △1,825
有形固定資産の売却による収入 1,854
無形固定資産の取得による支出 △3,660
無形固定資産の売却による収入 133
その他 △0
投資活動によるキャッシュ・フロー 195

財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー ―

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △19,064
現金及び現金同等物期首残高 51,529
現金及び現金同等物期末残高 32,465

Ⅴ 保険持株会社及びその子会社等の財産の状況
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連結財務諸表の作成方針

1. 連結の範囲に関する事項
連結子会社の数 6社
会社名
楽天生命保険株式会社
楽天損害保険株式会社
楽天少額短期保険株式会社
楽天インシュアランスプランニング株式会社
株式会社楽天アンセルインシュアランス
株式会社みらいの保険

2. 持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

3. 連結される子会社及び子法人等の当連結会計期間等に関する事項
連結子会社の決算日は、楽天インシュアランスプランニング株式会社（12月31日）、株式会社楽天アンセルインシュアラ
ンス（12月31日）及び株式会社みらいの保険（12月31日）を除き、連結決算日と一致しております。
ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
また、当連結会計年度において、株式会社みらいの保険は、決算日を12月31日に変更しております。
なお、上記3社は楽天インシュアランスプランニング株式会社を存続会社とし、2019年1月1日付で合併しております。

4. のれんの償却に関する事項
のれんの償却については、10年の定額法により償却を行っております。

注記事項（連結貸借対照表関係）

1. 重要な会計方針に関する事項
①有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券（現金及び預貯金または買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む）の評価は、満期保有目的の債券及
び「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別
監査委員会報告第21号）に基づく責任準備金対応債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価
証券のうち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、時価
を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法によっております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

責任準備金対応債券に係るリスク管理方針の概要は、次のとおりです。
保険商品の特性に応じて小区分を設定し、リスク管理を適切に行うために、小区分を踏まえた全体的な資産運用方針と
資金配分計画を策定しています。また、責任準備金対応債券と責任準備金のデュレーションが一定幅の中で一致してい
ることを、定期的に検証しています。なお、損害保険子会社の小区分は満期戻長期保険の払戻積立金を設定しています。

②デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
時価法によっております。

③有形固定資産の減価償却の方法
主に定額法によっております。

④外貨建資産等の本邦通貨への換算基準
主に連結決算日の為替相場により円換算しております。

⑤貸倒引当金の計上方法
主な連結子会社は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、主として、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、
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次のとおり計上しております。
破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生している債務者に対する
債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証に
よる回収が可能と認められる額等を控除し、その残額を計上しております。
今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及
び保証による回収が可能と認められる額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認め
られる額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率
等を債権額に乗じた額を計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、各資産所管部門が資産査定を実施し、当該部署から独立した内部監査
部門が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて、上記の引当を行っております。

⑥退職給付に係る会計処理の方法
ⅰ） 退職給付見込額の期間帰属方法

主な連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方
法について、期間定額基準によっております。

ⅱ） 数理計算上の差異の費用処理方法
主な連結子会社は、数理計算上の差異について、翌連結会計年度に一括費用処理することとしております。

⑦価格変動準備金の計上方法
価格変動準備金は株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第115条の規定に基づき算出した額を計上して
おります。

⑧責任準備金の積立方法
責任準備金は保険業法第116条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については次の方式により計算しておりま
す。
ⅰ） 標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成8年大蔵省告示第48号）
ⅱ） 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式

⑨リース取引の処理方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす
る定額法を採用しております。

⑩ヘッジ会計の方法
ⅰ） ヘッジ会計の方法は繰延ヘッジによります。
ⅱ） ヘッジ手段とヘッジ対象は次のとおりです。

 （ヘッジ手段） （ヘッジ対象）
   為替予約   外貨建債券
   政策投資保有株式の空売り   国内株式

ⅲ） ヘッジ方針は、有価証券の為替リスクと株価の価格変動リスクの減殺を目的とし、デリバティブ取引の執行と管理
に関する権限・責任・実務内容等を定めた自社の規程に基づいた運用を実施しています。

ⅳ） ヘッジ有効性評価の方法は、ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相
場変動の累計を比較し、両者の変動額を基礎にして判断しています。

⑪賞与引当金の計上方法
主な連結子会社は、従業員賞与に充てるため、支給見込額を基準に計上しております。

⑫役員退職慰労引当金の計上方法
主な連結子会社は、役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

⑬消費税及び地方消費税の会計処理方法
当社及び連結子会社の消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という）の会計処理は、主として税抜方式によってお

Ⅴ 保険持株会社及びその子会社等の財産の状況
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ります。ただし、損害保険子会社の損害調査費、営業費及び一般管理費等の費用は税込方式によっております。なお、
資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、その他資産に計上し5年間で均等償却
し、繰延消費税等以外のものについては、発生年度に費用処理しております。

⑭無形固定資産の減価償却の方法
自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、利用可能期間に基づく定額法によっております。

2. 金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項
（1）金融商品の状況に関する事項
①金融商品に対する取組方針
当グループは、保険業法の規定に基づく保険事業を中心に行っております。主として保険料として収受した資金等の
資産運用については、安全性を第一義とし、流動性と収益性に留意しつつ、負債特性を考慮した健全な運用資産ポー
トフォリオの構築を図り、中･長期的に安定的な収益を確保することを基本的な方針としております。

②金融商品の内容及びそのリスク
生命保険子会社においては、主に買入金銭債権、有価証券、貸付金により資産運用を行っております。買入金銭債権
は、国内のクレジットカードローン及び住宅ローン等を裏付資産とする証券化商品に投資しております。有価証券は、
満期保有目的、その他の目的として保有しており、国債、地方債、社債（政府保証債を含む）、財投機関債、円建て
の外国証券に投資しております。
これらの買入金銭債権、有価証券は主なリスクとして、市場リスク及び信用リスクに晒されております。また、貸付
金については信用リスクに晒されております。
損害保険子会社においては、債券のほか、株式、投資信託及び組合出資金をその他有価証券として中長期的目的で保
有しており、これらは、発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒されています。また、
外貨建債券及び投資信託を保有しており、為替リスクに晒されております。

③金融商品に係るリスク管理体制
当グループは、リスク管理に関する基本方針及びリスクの定義と管理手法を規定した資産運用リスクに関する規程等
を取締役会等で定め、これらの方針・規程等に基づき、リスク管理を行っております。
生命保険子会社においては、資産運用リスク管理規程に従い、市場リスクについては、金利変動等に対する健全性指
標（ソルベンシー・マージン比率）の影響の程度を定期的に測定することにより管理しております。信用リスクにつ
いては、保有する買入金銭債権及び有価証券を信用格付け別に分類し、保有状況を定期的に把握することにより管理
しております。また、貸付金の信用リスクについては、自己査定実施時に相手先の信用調査を行い、リスクを確認し
ております。
損害保険子会社においては、以下のようにリスク管理を行っております。
（ⅰ）信用リスクの管理
個別取引に際しては、厳正に信用リスクの分析・審査を行ったうえ、投融資を実施しています。
与信管理は、「資産自己査定基準」に従い、各関連部署により行われ、内部監査部がその手続き及び結果の妥当性
について検証をしています。貸付金は、銀行・政府保証及び優良有価証券担保（国債等の債券・優良株式）の貸付
を基本にしています。有価証券は「資産運用リスク管理規程　実務基準書」に基づき、発行体の格付け等を基準に
銘柄の選別を厳しく行い、また、危険分散のため、同一銘柄への投資は過度に集中しないよう努めています。発行
体の信用リスクに関しては、その信用情報や時価の把握に努め、適切な管理をしています。
これらの実施状況については資産運用リスク管理部会及びリスク管理委員会を通じ、定期的に取締役会へ報告して
います。

（ⅱ）市場リスクの管理
次のリスクについてはVaR等によるリスク量の計測、ストレステストを実施し、適切に管理しています。その管理
状況については資産運用リスク管理部会及びリスク管理委員会を通じ、定期的に取締役会へ報告しています。
a. 金利リスクの管理
有価証券の残高、含み損益の把握に加え、保有債券の金利感応度分析等により、リスクの把握・管理をしていま
す。また、「統合的リスク管理規程　実務基準書」及び「資産運用リスク管理規程　実務基準書」に基づき、統
合的リスク管理部門であるリスク管理部、資産運用リスク管理部門である経理部において、金融資産及び負債の
金利や期間を総合的に把握するとともに、資産と負債のギャップ分析や金利感応度分析等のモニタリングをして
います。
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b. 為替リスクの管理
外貨建債券等については、投資額の総資産に対する割合を抑えながら、また、償還年月を分散することや為替ヘッ
ジを行うことにより、為替リスクに対応しています。

c. 価格変動リスクの管理
有価証券を含む投資商品の運用・管理については、半期毎に策定する「投資運用方針」、「職務権限規程」及び「資
産運用リスク管理規程　実務基準書」に従っています。国内株式の多くは、営業と密接な関係のある政策目的で
保有しているものであり、取引先の市場環境や財務状況などをモニタリングしており、価格変動リスクの減殺を
目的とし、信用取引を行うことがあります。また、株式ヘッジにより、価格変動リスクの削減を行っています。

（2）金融商品の時価等に関する事項
主な金融資産に係る連結貸借対照表価額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

（1）現金及び預貯金 32,465 32,465 ―
（2）買入金銭債権 10,019 10,019 ―
（3）有価証券
　　満期保有目的 6,978 7,598 619
　　その他有価証券 262,913 262,913 ―
（4）貸付金
　　保険約款貸付 278 278 ―
　　一般貸付 300 303 3
（5）金融派生商品
　　ヘッジ会計が適用されているもの (569) (569) ―

・ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について
は、（　）で示しております。

・ 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注）金融商品の時価の算定方法
①現金及び預貯金
全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

②買入金銭債権
3月末日の市場価格等によっております。

③有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関から提示され
た価格によります。また、投資信託については、公表されている基準価格等によります。組合出資金については、
組合財産を時価評価できるものには時価評価を行ったうえ、当該時価に対する持分相当額を組合出資金の時価とみ
なして計上しています。
なお、非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、有価証券に含めておりません。
当該非上場株式の当連結会計期間末における連結貸借対照表計上額は、1,278百万円であります。

④貸付金は、固定金利貸付の時価について、将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引いた価格によっております。
保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておらず、返済見込み期
間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。
一般貸付は、将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引いた価格によっております。

⑤デリバティブ取引については、取引金融機関から提示された価格に基づき算定しています。

Ⅴ 保険持株会社及びその子会社等の財産の状況
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3. 有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。
　　　　　減価償却累計額 986百万円

4. 担保に供している資産は、次のとおりです。
　　　　　株式 15,350百万円
　　　　　※政策投資保有株式の空売りの担保として差し入れています。

5. 1株当たりの純資産額は1,941,195円80銭です。

6. 企業結合に関する事項
（1）共同株式移転による当社の設立
①取引の概要
ⅰ）結合当事企業の名称及び事業の内容

株式移転完全子会社 楽天生命保険株式会社（生命保険業）
 楽天損害保険株式会社（損害保険業）
 楽天少額短期保険株式会社（少額短期保険業）
 楽天インシュアランスプランニング株式会社（保険代理業）
 株式会社楽天アンセルインシュアランス（保険代理業）

ⅱ）企業結合日
2018年7月2日

ⅲ）企業結合の法的形式
共同株式移転による持株会社設立

ⅳ）結合後企業の名称
株式移転設立完全親会社　楽天インシュアランスホールディングス株式会社

ⅴ）本株式移転の目的
楽天株式会社の子会社として保険グループを構成する上記5社は、生命保険、損害保険、少額短期保険、及び保
険代理店（個人・法人）とそれぞれ異なる業態にて、楽天会員を中心としたお客さまに商品・サービスを提供し
ています。
従来は各社が個別に事業活動を行っていましたが、「イノベーションを通じて人々と社会をエンパワーメントす
る」という楽天グループの理念を実現するためには、迅速かつ的確な意思決定と統一的なガバナンスを可能にす
る体制の整備が必要と考えるに至りました。このために、5社が一体となって最適な保険サービスを提供し、多
様化するお客さまの保険ニーズにお応えできるよう、各子会社を統括する保険持株会社を設立することといたし
ました。

②実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適
用指針」（企業会計基準適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

（2）現物配当による子会社の異動
2018年12月5日開催の楽天損害保険株式会社の臨時株主総会において、剰余金の配当として楽天損害保険株式会社の
子会社株式を当社に現物配当することを決議し、2018年12月10日に実施いたしました。これにより、楽天損害保険
株式会社の子会社は当社の直接保有の子会社に該当することになりました。

①子会社の現物配当（組織再編）の理由
2019年1月1日付の当社連結子会社間の合併（下記「（3）連結子会社間の合併」参照）に向けて現物配当により子会
社を異動させたものです。

②剰余金の配当について
楽天損害保険株式会社は、繰越利益剰余金を原資として、剰余金の配当（現物配当）を実施いたしました。
ⅰ）配当財産の種類及び帳簿価額の総額

会社名：株式会社みらいの保険
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配当財産の種類：普通株式
株式数：3,600株
帳簿価額：174百万円

ⅱ）配当財産の割り当てに関する事項
楽天損害保険株式会社の臨時株主総会開催時点において、議決権割合の100%を有する株主である当社に対して、
配当財産のすべてが割り当てられました。

ⅲ）剰余金の配当効力発生日
2018年12月10日

③実施した会計処理の概要
「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第7号）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適
用指針」（企業会計基準適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

（3）連結子会社間の合併
①取引の概要
ⅰ）結合当事企業の名称及び事業の内容
（イ）結合企業（吸収合併存続会社）
商 号：楽天インシュアランスプランニング株式会社
事業内容：保険代理業

（ロ）被結合企業（吸収合併消滅会社）
商 号：株式会社楽天アンセルインシュアランス
事業内容：保険代理業
商 号：株式会社みらいの保険
事業内容：保険代理業

ⅱ）企業結合日
2019年1月1日

ⅲ）企業結合の法的形式
楽天インシュアランスプランニング株式会社を存続会社とし、株式会社楽天アンセルインシュアランス及び株式
会社みらいの保険を消滅会社とする吸収合併

ⅳ）結合後企業の名称
楽天インシュアランスプランニング株式会社

ⅴ）取引の目的を含む取引の概要
当グループの保険代理店である上記3社が統合することにより、従来の生命保険、損害保険、ペット保険の枠に
とらわれず、お客さまに最も適した保険商品を、インターネットやお電話などお客さまお好みの窓口よりお届け
することが可能となります。

②実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適
用指針」（企業会計基準適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

7.  保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する連結会計年度末における生命保険子会社の今後の負担
見積額は、次のとおりであります。なお、当該負担金は拠出した連結会計年度の事業費として処理しております。

　　　　今後の見積負担額　　　　　　　　　　　419百万円

8.  金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。

注記事項（連結損益計算書関係）

1. 1株当たり当期純利益は9,503円23銭です。

2. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。

Ⅴ 保険持株会社及びその子会社等の財産の状況
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注記事項（連結包括利益計算書関係）

1. その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額
（単位：百万円）

2018年度
その他有価証券評価差額金
当期発生額 3,348
組替調整額 △11,379
税効果調整前 △8,031
税効果額 1,938
その他有価証券評価差額金 △6,093

繰延ヘッジ損益
当期発生額 △1,186
組替調整額 5,769
税効果調整前 4,582
税効果額 △1,283
繰延ヘッジ損益 3,299

退職給付に係る調整累計額
当期発生額 △18
組替調整額 ―
税効果調整前 △18
税効果額 5
退職給付に係る調整累計額 △13

その他の包括利益合計 △2,806

2. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。

注記事項（連結株主資本等変動計算書関係）

1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数に関する事項
　　　　普通株式 18,534株

2. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。

注記事項（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

1.  現金及び現金同等物の範囲は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につい
て僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

2.  金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。

6リスク管理債権の状況

該当事項はありません。
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7保険子会社の財務データ

（楽天損害保険株式会社）
直近2事業年度の主要な業務指標

（単位：百万円）

項　目 2017年度 2018年度
正味収入保険料 37,005 36,296
経常収益 91,387 92,098
経常利益（又は経常損失△） △3,947 438
当期純利益（又は当期純損失△） △3,125 377
正味損害率 60.70% 94.55%
正味事業費率 49.19% 51.90%
資本金の額 5,153 5,153
純資産額 33,267 32,220
総資産額 346,204 317,484
積立勘定資産額 15,304 10,125
責任準備金残高 267,215 241,755
貸付金残高 255 3,078
有価証券残高 259,788 252,024
ソルベンシー・マージン比率 694.5% 636.6%
従業員数 546名 595名

（楽天生命保険株式会社）
直近2事業年度の主要な業務指標

（単位：百万円）

項　目 2017年度 2018年度
経常収益 32,909 30,375
経常利益（又は経常損失△） △2,444 △2,126
基礎利益 △1,914 △2,319
当期純利益（又は当期純損失△） △2,869 △2,119
資本金の額 2,500 5,000
純資産額 3,118 3,442
総資産額 37,577 41,105
　うち特別勘定資産 ― ―
責任準備金残高　 29,411 33,494
貸付金残高 300 300
有価証券残高 15,699 19,145
ソルベンシー･マージン比率 799.5% 887.5%
従業員数 297名 391名
保有契約高 1,637,361 1,750,895
　個人保険 1,366,260 1,283,961
　個人年金保険 ― ―
　団体保険 271,101 466,934
団体年金保険保有契約高 ― ―

Ⅴ 保険持株会社及びその子会社等の財産の状況

本文P15-34白_Ⅴ.indd   26 2019/07/23   17:25:23



27

（楽天少額短期保険株式会社）
直近2事業年度の主要な業務指標

（単位：百万円）

項　目 2017年度 2018年度
正味収入保険料 1,773 2,204
経常収益 1,857 2,217
経常利益（又は経常損失△） 282 △235
当期純利益（又は当期純損失△） 182 △202
資本金の額 100 100
純資産額 553 350
総資産額 1,860 1,890
責任準備金残高 846 1,014
有価証券残高 ― ―
ソルベンシー･マージン比率 625.0% 444.4%
従業員数 46名 80名

Ⅰ 

経
営
方
針

Ⅱ 

保
険
持
株
会
社
の
概
況
及
び
組
織

Ⅲ 

保
険
持
株
会
社
及
び
そ
の
子
会
社
等
の
概
況

Ⅳ 

保
険
持
株
会
社
及
び
そ
の
子
会
社
等
の
主
要
な
業
務

Ⅴ 

保
険
持
株
会
社
及
び
そ
の
子
会
社
等
の
財
産
の
状
況

本文P15-34白_Ⅴ.indd   27 2019/07/23   17:25:23



28

8 保険持株会社及びその子会社である保険会社等の保険金等の支払能力
の充実の状況
（連結ソルベンシー・マージン比率）

（単位：百万円）

項　目 2018年度末
（Ａ）連結ソルベンシー・マージン総額 68,222
資本金等 16,799
価格変動準備金 7,773
危険準備金 2,270
異常危険準備金 7,629
一般貸倒引当金 0
（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘッジ損益（税効果控除前））×90％（マ
イナスの場合100％）

23,740

土地の含み損益×85％（マイナスの場合100％） △6
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の合計額（税効果控除前） △18
全期チルメル式責任準備金相当額超過額 6,861
配当準備金中の未割当額 1,518
税効果相当額 1,193
負債性資本調達手段等 ―
全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調達手段等のうち、マージンに算入さ
れない額

―

少額短期保険業者に係るマージン 459
控除項目 ―

（Ｂ）連結リスクの合計額
　 （R₁²＋R₅²＋R₈＋R₉）²＋（R₂＋R₃＋R₇）²＋R₄＋R₆（  

18,549

保険リスク相当額 R₁ 982
一般保険リスク相当額 R₅ 3,308
巨大災害リスク相当額 R₆ 1,526
第三分野保険の保険リスク相当額 R₈ 981
少額短期保険業者の保険リスク相当額 R₉ 357
予定利率リスク相当額 R₂ 716
最低保証リスク相当額 R₇ ―
資産運用リスク相当額 R₃ 15,138
経営管理リスク相当額 R₄ 460

（C）連結ソルベンシー・マージン比率　［（Ａ）/｛（Ｂ）×1/2｝］×100 735.5％

（注） 「連結ソルベンシー・マージン比率」とは、保険業法施行規則第210条の11の3及び第210条の11の4ならびに平成23
年金融庁告示第23号の規定に基づいて算出しています。

Ⅴ 保険持株会社及びその子会社等の財産の状況
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9 子会社である保険会社の保険金等の支払能力の充実の状況
（単体ソルベンシー・マージン比率）

・楽天損害保険株式会社
（単位：百万円）

項　目 2017年度末 2018年度末
（Ａ）単体ソルベンシー・マージン総額 61,091 55,124
資本金又は基金等 13,212 13,416
価格変動準備金 7,537 7,739
危険準備金 152 253
異常危険準備金 12,951 7,629
一般貸倒引当金 0 6
その他有価証券評価差額金・繰延ヘッジ損益（税効果控除前） 24,561 23,372
土地の含み損益 △5 △5
払戻積立金超過額 ― ―
負債性資本調達手段等 ― ―
払戻積立金超過額及び負債性資本調達手段等のうち、マージンに算入
されない額

― ―

控除項目 ― ―
その他 2,680 2,712

（Ｂ）単体リスクの合計額
　√｛（R₁＋R₂）²＋（R₃＋R₄）²｝＋R₅＋R₆ 

17,592 17,317

一般保険リスク （R₁） 3,130 3,308
第三分野保険の保険リスク （R₂） 0 0
予定利率リスク （R₃） 774 712
資産運用リスク （R₄） 12,518 14,321
経営管理リスク （R₅） 399 397
巨大災害リスク （R₆） 3,536 1,526

（C）単体ソルベンシー・マージン比率　［（Ａ）/｛（Ｂ）×1/2｝］×100 694.5％ 636.6％

（注） 「単体ソルベンシー・マージン比率」とは、保険業法施行規則第86条及び第87条ならびに平成8年大蔵省告示第50号
の規定に基づいて算出された比率です。
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・楽天生命保険株式会社
（単位：百万円）

項　目 2017年度末 2018年度末
（Ａ）単体ソルベンシー・マージン総額 9,998 10,767
資本金等 2,767 3,148
価格変動準備金 30 34
危険準備金 1,981 2,016
一般貸倒引当金 ― ―
（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘッジ損益（税効
果控除前））×90％（マイナスの場合100％）

438 368

土地の含み損益×85％（マイナスの場合100％） ― ―
全期チルメル式責任準備金相当額超過額 6,175 6,861
負債性資本調達手段等 ― ―
全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調達手段等の
うち、マージンに算入されない額

△1,395 △1,662

控除項目 ― ―
その他 ― ―

（Ｂ）単体リスクの合計額
　（R₁＋R₈）²＋（R₂＋R₃＋R₇）²＋R₄ 

2,500 2,426

保険リスク相当額 R₁ 946 982
第三分野保険の保険リスク相当額 R₈ 988 981
予定利率リスク相当額 R₂ 3 3
最低保証リスク相当額 R₇ ― ―
資産運用リスク相当額 R₃ 1,416 1,249
経営管理リスク相当額 R₄ 100 96

（C）単体ソルベンシー・マージン比率　［（Ａ）/｛（Ｂ）×1/2｝］×100 799.5％ 887.5％

（注） 「単体ソルベンシー・マージン比率」とは、保険業法施行規則第86条及び第87条ならびに平成8年大蔵省告示第50号
の規定に基づいて算出された比率です。

Ⅴ 保険持株会社及びその子会社等の財産の状況
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・楽天少額短期保険株式会社
（単位：百万円）

項　目 2017年度末 2018年度末
（Ａ）単体ソルベンシー・マージン総額 1,025 810
純資産の部合計（社外流出予定額、評価・換算差額等及び繰延資産を
除く。）

553 350

価格変動準備金 ― ―
異常危険準備金 369 435
一般貸倒引当金 ― ―
その他有価証券の評価差額（税効果控除前）（99％又は100％） ― ―
土地含み損益（85％又は100％） ― ―
契約者（社員）配当準備金 ― ―
将来利益 ― ―
税効果相当額 102 23
負債性資本調達手段等 ― ―
控除項目（－） ― ―

（Ｂ）単体リスクの合計額
　√［R₁²＋R₂²］＋R₃＋R₄ 

328 364

保険リスク相当額 321 357
R₁ 一般保険リスク相当額 321 357
R₄ 巨大災害リスク相当額 ― ―

R₂ 資産運用リスク相当額 13 12
R₃ 経営管理リスク相当額 6 7

（C）単体ソルベンシー・マージン比率　［（Ａ）/｛（1/2）×（Ｂ）｝］×100 625.0％ 444.4％

（注） 「単体ソルベンシー・マージン比率」とは、保険業法施行規則第211条の59及び第211条の60ならびに平成18年金融
庁告示第14号の規定に基づいて算出しています。
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10セグメント情報

1. 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分
の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。
当社は保険持株会社であり、子会社の経営管理等を行っております。傘下の子会社は、各子会社においてそれぞれの経
営戦略等を立案し、事業活動を展開しております。したがって、当社は傘下の子会社を基礎としたサービス別のセグメ
ントから構成されており、「損害保険事業」、「生命保険事業」、「少額短期保険事業」、「代理店事業」の4つを報告セグメ
ントとしております。

2. 報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理は、連結財務諸表を作成するために採用される会計方針に準拠した方法であ
ります。
報告セグメントの利益又は損失は経常利益をベースとした数値であります。セグメント間の内部経常収益は、第三者間
取引価格等に基づいております。

2018年度（2018年7月2日から2019年3月31日まで） （単位：百万円）

報告セグメント
調整額

連結
財務諸表
計上額

損害保険
事業

生命保険
事業

少額短期
保険事業

代理店
事業

計

経常収益
（1）外部顧客に対する経常収益 63,130 22,773 1,749 2,194 89,847 ― 89,847
（2）セグメント間の内部経常収益 ― ― ― 430 430 △430 ―

計 63,130 22,773 1,749 2,624 90,277 △430 89,847
セグメント利益又は損失（△） 1,778 △1,433 △284 292 352 6 358
セグメント資産 317,522 41,105 1,890 3,549 364,068 △2,594 361,473
その他の項目
　減価償却費 836 767 10 86 1,700 0 1,701
　のれん償却額 ― ― 9 ― 9 ― 9
　利息及び配当金等収入 4,464 211 0 ― 4,675 ― 4,675
　支払利息 ― 2 ― ― 2 ― 2
　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

2,201 1,492 65 1,788 5,549 7 5,556

11会計監査人による監査

当社は、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について会社法第444条第4項の
規定に基づき、EY新日本有限責任監査法人の監査を受けています。

Ⅴ 保険持株会社及びその子会社等の財産の状況
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12代表者による連結財務諸表の確認

本誌に掲載している連結財務諸表の適正性及びそれらの作成に係る内部監査の有効性は、当社の代表取締役社長が確認
を行っています。また、子会社の財務諸表の適正性及びそれらの作成に係る内部監査の有効性は、子会社の代表取締役
社長が確認を行っています。
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この冊子は保険業法第271条に基づいて作成したディスクロージャー資料です。
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